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平成22年度

決 算 報 告

　

町
の
平
成
22
年
度
各
会
計
の
決

算
が
ま
と
ま
り
し
た
。
地
方
の
財

政
は
依
然
厳
し
い
状
況
に
あ
り
ま

す
が
、
各
種
施
策
の
優
先
順
位
に

基
づ
き
徹
底
し
た
事
業
選
択
を
行

い
、
財
源
の
計
画
的
、
重
点
的
な

配
分
に
努
め
ま
し
た
。

　

一
般
会
計
の
決
算
額
は
歳
入
46

億
９
，
３
０
２
万
円（
前
年
比
２
・

８
％
増
）、
歳
出
45
億
６
，
９
０

７
万
円（
前
年
比
４
・
８
％
増
）と

な
り
、
翌
年
度
に
繰
り
越
す
べ
き

財
源
を
差
し
引
い
た
実
質
収
支
額

は
1
億
１
，
１
６
８
万
円
の
黒
字

決
算
と
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
繰
り
上
げ
償
還
を
除
く

平
成
22
年
度
の
起
債
償
還
額
は
6

億
９
，
８
３
３
万
円（
対
前
年
２
・

０
％
減
）と
な
り
、
平
成
22
年
度

末
の
起
債
残
高
は
53
億
３
，
２
８

９
万
円（
対
前
年
1
億
６
，
３
４

３
万
円
減
）と
な
り
ま
し
た
。
償

還
額
、
残
高
と
も
に
今
後
も
引
き

続
き
減
少
し
て
い
く
も
の
の
、
東

日
本
大
震
災
に
よ
り
増
加
す
る
見

込
み
な
の
で
、
さ
ら
に
計
画
的
な

財
政
運
営
を
迫
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

一
般
会
計
の
歳
入
は
、
総
額
で

は
増
額
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
最

も
大
き
な
割
合
を
占
め
る
町
税

が
、
個
人
町
民
税
、
固
定
資
産
税

の
減
少
に
よ
り
前
年
度
比
４
％
の

減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
出
の
主
な
も
の
は
、
広
域
消

防
組
合（
消
防
署
や
救
急
隊
）へ
の

負
担
金
、
認
定
保
育
園
と
し
て
の

私
立
保
育
所
運
営
費
補
助
金
な
ど

が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
人
件
費
に

つ
い
て
は
、
前
年
比
で
約
２
，
７

７
４
万
円
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　

一
般
会
計
な
ど
の
赤
字
の
程
度
を

指
標
化
し
財
政
運
営
の
深
刻
度
を
示

す
の
が
こ
の
数
値
で
す
。

　

一
般
会
計
な
ど
の
実
質
収
支
が
黒

字
で
し
た
の
で
、
実
質
赤
字
比
率
は

算
定
さ
れ
な
い
結
果
と
な
り
ま
し
た
。

　

特
別
会
計
や
公
営
企
業
会
計
な
ど

全
て
の
会
計
の
赤
字
や
黒
字
を
合
算
し

て
、町
全
体
と
し
て
の
赤
字
の
程
度
を

指
標
化
し
、
全
会
計
の
財
政
運
営
の

深
刻
度
を
示
す
の
が
こ
の
数
値
で
す
。

　

一
般
会
計
な
ど
の
実
質
赤
字
及
び

公
営
企
業
会
計
の
資
金
不
足
は
い
ず

れ
も
生
じ
て
お
ら
ず
連
結
実
質
赤
字

比
率
は
該
当
あ
り
ま
せ
ん
。

　

町
の
借
入
金
に
か
か
る
元
金
お
よ

び
利
息
の
支
払
い
に
か
か
る
経
費
の

合
計
額
が
標
準
財
政
規
模（
人
口
、

面
積
な
ど
か
ら
算
定
す
る
当
該
団
体

の
標
準
的
な
一
般
財
源
の
規
模
）に

対
し
て
ど
れ
く
ら
い
の
比
率
に
な
っ

て
い
る
か
を
み
る
も
の
で
、
３
年
間

の
平
均
で
算
定
さ
れ
ま
す
。

　

町
で
は
、
前
年
に
比
べ
１
・
１
ポ

イ
ン
ト
改
善
さ
れ
、
早
期
健
全
化
基

準
を
下
回
っ
て
い
ま
す
が
、
18
％
以

上
で
あ
る
た
め
、
地
方
債
を
発
行
す

る
た
め
に
県
知
事
の
許
可
が
必
要
と

な
り
ま
す
。
今
後
も
借
入
額
の
抑
制

な
ど
に
よ
り
、
引
き
続
き
財
政
の
健

全
化
を
強
く
進
め
て
い
き
ま
す
。

　

町
の
借
金
や
将
来
支
払
わ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
負
担
金
な
ど
の
残
高
を

指
標
化
し
、
将
来
財
政
を
圧
迫
す
る

可
能
性
が
高
い
か
ど
う
か
を
示
す
数

値
で
す
。

　

な
お
、
平
成
22
年
度
末
に
お
い
て

鏡
石
町
の
一
般
会
計
な
ど
が
将
来
負

担
す
べ
き
債
務
額
は
、
国
営
隈
戸
川

土
地
改
良
事
業
な
ど
の
負
担
金
が
債

務
負
担
行
為
に
設
定
さ
れ
た
こ
と
に

よ
り
20
・
８
ポ
イ
ン
ト
悪
化
し
ま
し

た
が
、
早
期
健
全
化
基
準
を
下
回
り

ま
し
た
。

　

以
上
の
と
お
り
、
平
成
22
年
度
決

算
に
基
づ
き
算
定
さ
れ
た
町
の
健
全

化
判
断
比
率
は
全
て
の
指
標
が
基
準

を
下
回
る
結
果
と
な
り
ま
し
た
。

各 会 計 決 算 状 況    　　　　　　　　　　　　単位：万円

会　計　区　分 歳入 歳出
一 般 会 計 46億9,302 45億6,907 
国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 13億0,714 12億4,617 
老 人 保 健 特 別 会 計 2,040 2,040 
後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 8,452 8,428 
介 護 保 険 特 別 会 計 6億2,319 6億1,780 
土 地 取 得 事 業 特 別 会 計 854 782 
工 業 団 地 事 業 特 別 会 計 3億7,678 3億7,449 
鏡石駅東第1土地区画整理事業特別会計 4,982 4,251 
育 英 資 金 貸 付 費 特 別 会 計 1,243 1,185 
公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 4億1,789 4億0,629 
農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 6,762 6,649 

小　　　　　計 76億6,135 74億4,717 

上水道会計
収 益 的 2億0,991 20,615 
資 本 的 9,450 2億1,403 

計 3億0,441 4億2,018 
合　　　　　計 79億6,576 78億6,735 

鏡
石
町
の
財
政
健
全
化

判
断
比
率
等
の
公
表

町
税
が
前
年
度
比
４
％
の
減

　
平
成
22
年
度
決
算
が
鏡
石
町

議
会
９
月
定
例
会
で
承
認
さ
れ

ま
し
た
。

　
今
月
号
で
は
、
町
が
ど
の
よ

う
な
お
金
を
ど
の
よ
う
に
使
っ

た
の
か
を
、
皆
さ
ん
の
ご
家
庭

の
家
計
簿
と
同
じ
よ
う
な
見
方

で
、
町
の
財
政
の
現
状
を
お
知

ら
せ
し
ま
す
。

実
質
公
債
費
比
率
＝
19
・
６
％

（
早
期
健
全
化
基
準
25
・
０
％
）

連
結
実
績
赤
字
比
率
＝
該
当
な
し

（
早
期
健
全
化
基
準　
20
・
０
％
）

実
質
赤
字
比
率
＝
該
当
な
し

（
早
期
健
全
化
基
準　
15
・
０
％
）

将
来
負
担
比
率
＝
１
６
０
・
２
％

（
早
期
健
全
化
基
準
３
５
０
・
０
％
）

◆食　費
（議員報酬・職員給与など）

◆光熱費・医療費
（消耗品・光熱水費・
通信運搬費など）

◆医療費・介護費用
（介護・医療給付費など）

◆税金、町内会費
（消防署、公立病院など
一部事務組合負担金・
各種団体補助金など）

◆車や家の購入費
（町道や建物の整備・建設）

◆ローンの
返済

◆貯金
（基金積み立て）

◆仕送り
（特別会計への
操り出し金）

自分たちで使えるお金 全国どこに住んで  いても同じように
暮らす事ができる  ようにするためのお金

銀行や国から
借り入れたお金

国や県から目的に
対して補助されたお金

歳 入
46 億 9,302 万円

歳 出
45 億 6,907 万円

平成 21年度
45億 6,651 万円
前年対比

1億 2,651 万円増

平成 21年度
43億 6,107 万円
前年対比

2億 800万円増

次年度繰越金
1億1,168 万円

（歳入－歳出＝1億 2,395 万
円から次年度繰り越し財源
1,227 万円を差し引いた額）

家計にたとえると…

町　税
15 億 3,965 万円

32.8％

町　税
15 億 3,965 万円

32.8％

人件費
7 億 9,948 万円
17.5％

人件費
7 億 9,948 万円
17.5％

物件費等
5 億 4,305 万円
11.9％

物件費等
5 億 4,305 万円
11.9％

扶助費
4 億 7,702 万円
10.4％

扶助費
4 億 7,702 万円
10.4％

補助費等
8 億 759万円
17.7％

補助費等
8 億 759万円
17.7％

普通建設事業
災害復旧費
5 億 6,075 万円
12.3％

普通建設事業
災害復旧費
5 億 6,075 万円
12.3％ 公債費

7 億 1,228 万円
15.6％

公債費
7 億 1,228 万円
15.6％

積立金など
2 億 1,065 万円
4.6％

積立金など
2 億 1,065 万円
4.6％ 操出金

4 億 5,824 万円
10.0％

操出金
4 億 5,824 万円
10.0％

使用料
繰越金等
4 億 8,082 万円
10.3％

使用料
繰越金等
4 億 8,082 万円
10.3％

地方交付税
13 億 4334万円
28.6％

地方交付税
13 億 4334万円
28.6％

地方譲与税
各種交付金
2 億 5,040 万円
5.3％

地方譲与税
各種交付金
2 億 5,040 万円
5.3％

県補助金
2 億 5,722 万円
5.5％

県補助金
2 億 5,722 万円
5.5％

町債
4 億 5,580 万円
9.7％

町債
4 億 5,580 万円
9.7％

国補助金
3 億 6,578 万円
7.8％

国補助金
3 億 6,578 万円
7.8％

◇親から　の仕送り　 47.2％ ◇ローン
9.7%◇年収　　　　　　43.1％


